
【表紙】 　

【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成25年11月14日

【四半期会計期間】 第69期第２四半期

(自  平成25年７月１日  至  平成25年９月30日)

【会社名】 株式会社大気社

【英訳名】 Taikisha Ltd.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長    上  山    悟

【本店の所在の場所】 東京都新宿区西新宿八丁目17番１号

【電話番号】 (03) 3365―5320 (代表)

【事務連絡者氏名】 取締役専務執行役員管理本部長    櫻  井    孝

【最寄りの連絡場所】 東京都新宿区西新宿八丁目17番１号

【電話番号】 (03) 5338―5053

【事務連絡者氏名】 経理部  経理課長    阿  部  大  全

【縦覧に供する場所】 株式会社大気社大阪支社

　 (大阪市北区中之島三丁目２番18号

 住友中之島ビル)

　 株式会社大気社関東支店

　 (さいたま市大宮区宮町四丁目123番

 大栄ツインビルＳ館)

　 株式会社大気社横浜支店

　 (横浜市神奈川区鶴屋町二丁目26番４号

 第３安田ビル)

　 株式会社大気社中部支店

　 (名古屋市中区錦二丁目２番２号

 名古屋丸紅ビル)

　 株式会社東京証券取引所

　 (東京都中央区日本橋兜町２番１号)

　

EDINET提出書類

株式会社大気社(E00183)

四半期報告書

 1/24



第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第68期

第２四半期
連結累計期間

第69期
第２四半期
連結累計期間

第68期

会計期間
自  平成24年４月１日

至  平成24年９月30日

自  平成25年４月１日

至  平成25年９月30日

自  平成24年４月１日

至  平成25年３月31日

完成工事高 （百万円） 94,863 84,931 216,051

経常利益 （百万円） 5,907 3,251 10,728

四半期（当期）純利益 （百万円） 2,955 716 6,200

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 1,826 5,773 11,006

純資産額 （百万円） 70,689 82,441 78,537

総資産額 （百万円） 155,489 155,890 163,014

１株当たり四半期（当期）
純利益

（円） 81.04 19.87 170.99

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益

（円） － － －

自己資本比率 （％） 43.7 50.6 46.2

営業活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） 5,650 3,814 10,772

投資活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） △3,870 △969 △1,308

財務活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） △1,404 △433 △2,569

現金及び現金同等物の
四半期末（期末）残高

（百万円） 25,110 37,900 33,627

　

回次
第68期

第２四半期
連結会計期間

第69期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自  平成24年７月１日

至  平成24年９月30日

自  平成25年７月１日

至  平成25年９月30日

１株当たり四半期純利益 （円） 44.40 8.68

(注) １  当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２  完成工事高には、消費税等は含まれておりません。

３  潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

　

２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事

項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書

に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

　
２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

当第２四半期連結累計期間における世界経済は、米国は緩やかな回復基調が続いたものの、欧州は財

政問題の影響により低迷が続きました。また、中国をはじめとする新興国においては経済成長に減速感

が見られるなど弱含みで推移しました。日本経済は、経済・金融政策による円高是正が進み、輸出や生

産が増加するなど、景気は緩やかに回復しつつあります。

このような状況のもと、当第２四半期連結累計期間における受注工事高は、国内で受注が増加した一

方、中国や東南アジアなど海外で受注が減少したことにより、990億83百万円(前年同四半期比1.7％減

少)となり、うち海外の受注工事高は、532億１百万円(海外比率53.7％)となりました。

完成工事高は、海外で工事量が増加しましたが、国内で前期からの繰越工事高が減少したことなどに

より、849億31百万円(前年同四半期比10.5％減少)となり、うち海外の完成工事高は、566億77百万円

(海外比率66.7％)となりました。

利益面につきましては、完成工事高が前年同四半期比で99億32百万円減少したことや、完成工事総利

益率が前年同四半期より1.1ポイント低下したことなどにより、営業利益は24億47百万円(前年同四半期

比30億20百万円減少)、経常利益は32億51百万円(前年同四半期比26億56百万円減少)、四半期純利益は

７億16百万円(前年同四半期比22億39百万円減少)となりました。

　

セグメントごとの業績(セグメント間の内部取引高を含む)は次のとおりであります。

　

環境システム事業

受注工事高は、ビル空調分野の工事需要を着実に取り込んだことなどにより、増加しました。完成工

事高は、ビル空調分野の工事量が前年同四半期を下回り、減少しました。

この結果、受注工事高は、682億10百万円(前年同四半期比3.1％増加)となりました。このうちビル空

調分野は、296億60百万円(前年同四半期比70.4％増加)、産業空調分野は、385億50百万円(前年同四半

期比20.9％減少)となりました。完成工事高は、533億88百万円(前年同四半期比5.8％減少)となりまし

た。このうちビル空調分野は、122億32百万円(前年同四半期比19.0％減少)、産業空調分野は411億56百

万円(前年同四半期比1.0％減少)となりました。セグメント利益(経常利益)につきましては16億79百万

円(前年同四半期比15億78百万円減少)となりました。
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塗装システム事業

受注工事高は、北米や中国などにおいて、自動車メーカーの大型の設備投資が前年同四半期に比べて

低調に推移したことなどにより、減少しました。完成工事高は、国内や中国などにおける工事量が前年

同四半期を下回り、減少しました。

この結果、受注工事高は、308億72百万円(前年同四半期比11.0％減少)となり、完成工事高は、315億

88百万円(前年同四半期比17.3％減少)となりました。セグメント利益(経常利益)につきましては13億12

百万円(前年同四半期比11億27百万円減少)となりました。

区分

前第２四半期
連結累計期間

(自  平成24年４月１日
  至  平成24年９月30日)

(百万円)

当第２四半期
連結累計期間

(自  平成25年４月１日
  至  平成25年９月30日)

(百万円)

増減率
(％)

受注工事高 　 　 　

　 環境システム事業 ビル空調 17,404 29,660 70.4

　 　 産業空調 48,760 38,550 △20.9

　 　 小計 66,165 68,210 3.1

　 　 (うち海外) (30,398) (25,161) (△17.2)

　 塗装システム事業 　 34,675 30,872 △11.0

　 (うち海外) 　 (32,512) (28,039) (△13.8)

　 合計 　 100,840 99,083 △1.7

　 (うち海外) 　 (62,910) (53,201) (△15.4)

完成工事高 　 　 　

　 環境システム事業 ビル空調 15,108 12,232 △19.0

　 　 産業空調 41,563 41,156 △1.0

　 　 小計 56,672 53,388 △5.8

　 　 (うち海外) (25,789) (28,154) (9.2)

　 塗装システム事業 　 38,199 31,588 △17.3

　 (うち海外) 　 (30,684) (28,567) (△6.9)

　 合計 　 94,871 84,976 △10.4

　 (うち海外) 　 (56,473) (56,722) (0.4)

　

(2) 財政状態の分析

（資産）

当第２四半期連結会計期間末の流動資産は前連結会計年度末に比べ7.6％減少し、1,200億87百万円

となりました。これは現金預金が52億１百万円増加し、受取手形・完成工事未収入金等が169億64百

万円減少したことなどによります。

当第２四半期連結会計期間末の固定資産は前連結会計年度末に比べ8.4％増加し、358億２百万円と

なりました。

この結果、当第２四半期連結会計期間末の資産合計は前連結会計年度末に比べ4.4％減少し、1,558

億90百万円となりました。

　

EDINET提出書類

株式会社大気社(E00183)

四半期報告書

 4/24



　

（負債）

当第２四半期連結会計期間末の流動負債は前連結会計年度末に比べ16.0％減少し、652億62百万円

となりました。これは未成工事受入金が41億67百万円増加し、支払手形・工事未払金等が149億77百

万円減少したことなどによります。

当第２四半期連結会計期間末の固定負債は前連結会計年度末に比べ21.2％増加し、81億86百万円と

なりました。

この結果、当第２四半期連結会計期間末の負債合計は前連結会計年度末に比べ13.1％減少し、734

億48百万円となりました。

　

（純資産）

当第２四半期連結会計期間末の純資産合計は前連結会計年度末に比べ5.0％増加し、824億41百万円

となりました。これはその他有価証券評価差額金が19億８百万円、為替換算調整勘定が23億７百万円

それぞれ増加し、利益剰余金が５億45百万円減少したことなどによります。

　

(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間末における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、前連結会計年

度末に比べ42億72百万円増加し、379億円(前年同四半期末は251億10百万円)となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、仕入債務の減少などに

より減少したものの、売上債権の減少などにより、38億14百万円の資金増加(前年同四半期は56億50

百万円の資金増加)となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、有価証券の償還による

収入、投資有価証券の償還による収入などにより増加したものの、有価証券の取得による支出、有形

及び無形固定資産の取得による支出などにより、９億69百万円の資金減少(前年同四半期は38億70百

万円の資金減少)となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金の純増加な

どにより増加したものの、配当金の支払、少数株主への配当金の支払などにより４億33百万円の資金

減少(前年同四半期は14億４百万円の資金減少)となりました。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。

　

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その

内容等（会社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。
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① 当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

当社は、当社株式の売買は市場に委ねられるべきものと考えており、当社株券等の大量買付行為を

行う大量買付者による当社株券等の買付けの要請に応じて当社株式の売却を行うか否かは、最終的に

は当社株式を保有する株主の皆様のご判断によるものと考えております。また、大量買付者による経

営への関与は、必ずしも企業価値を毀損するものではなく、それが当社の企業価値の拡大につながる

ものであれば何ら否定するものではありません。

しかしながら、昨今、わが国において、対象となる会社の取締役会との十分な交渉や取締役会の合

意を経ることなく、一方的に株券等の大量買付行為が行われているものの中には、その目的や買収後

の方針等の十分な情報の開示がなされないまま行われる事例が少なくありません。当社といたしまし

ては、こうした事態の拡大は、株主の皆様が大量買付者による買付け要請に応じるか否かについて判

断を行うだけの必要十分な情報及び時間の確保を困難にする恐れがあるものと考えております。

また、継続性を維持した企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を確保し、向上させるという目

的を達成するためには、当社グループ内の各事業会社の位置付けや役割を十分に理解しつつ、より中

長期的な観点から将来の展望を見据えて安定的な経営を目指していくことが必要であります。

当社といたしましては、大量買付者による当社株券等の大量買付行為が行われた場合に、株主の皆

様が、当社及び当社グループの特性を踏まえた上で、当該大量買付行為に応じるか否かを判断するた

めに必要十分な情報及び時間を確保すること、また、当社が、大量買付者との交渉の機会を確保する

ことが、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を確保し、向上させることにとって不可欠

であると考えております。

　

② 基本方針の実現に資する特別な取組み

当社は、企業理念を「永続的に成長し、社会に貢献する会社づくり」、「魅力ある会社づくり」の

二点に定めております。この企業理念を実現するために、当社は、付加価値増大を通じたステークホ

ルダーの繁栄、技術を通じた豊かな環境の創造と産業社会の発展、仕事を通じた社員の自己実現、相

互信頼・協調・合理性のある組織風土の醸成等を目指しております。このような当社が目指すところ

を経営ビジョンとして換言したものが「法令とその精神を順守し、公正で自由な競争のもとに適正な

取引を行い、透明性と高い倫理観で、顧客・取引先、株主、社員、地域・社会、地球環境に貢献す

る。」であります。

以上の企業理念・経営ビジョンに基づき、平成26年３月期から平成28年３月期までの３ヶ年を計画

期間とした中期経営計画の下、環境システム事業及び塗装システム事業を中心とした当社事業の持続

的な発展を目指すとともに、企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を確保し、向上させることに

努めてまいります。

また、当社は、企業価値を毀損する最大の経営リスクは法令違反であることを強く認識し、法令順

守の実行を通じ、企業価値を高め、広く社会から評価されるべくコーポレート・ガバナンスを一層充

実させることを、経営の最重要課題としております。取締役会、監査役会、経営会議、経営倫理委員

会、全社コンプライアンス委員会、内部監査室等の活動を通じて、また、内部統制システムの整備を

通じて、建設業法や金融商品取引法をはじめとした関連諸法令の順守に努めております。
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③ 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止

するための取組み

当社は、平成20年１月31日開催の当社取締役会において、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共

同の利益を確保し、向上させることを目的として、議決権割合を20％以上とする当社株券等の買付行

為、又は結果として議決権割合が20％以上となる当社株券等の買付行為（以下、かかる買付行為を

「大量買付行為」といい、大量買付行為を行う者を「大量買付者」といいます。）に対する対応策

（買収防衛策）(以下「本プラン」といいます。）の導入を決議し、平成20年６月27日開催の当社第

63回定時株主総会、平成22年６月29日開催の当社第65回定時株主総会及び平成25年６月27日開催の当

社第68回定時株主総会において、その継続について株主の皆様にご承認をいただいております。

本プランは、大量買付行為が行われる場合に、株主の皆様に当該大量買付行為に応じるか否かを適

切にご判断いただくための必要十分な情報及び時間を確保するために、当社取締役会が、大量買付者

に対して、事前に大量買付情報の提供を求め、当該大量買付行為についての評価、検討、大量買付者

との買付条件等に関する交渉又は株主の皆様への代替案の提示等を行うとともに、必要に応じて、当

社取締役会からの独立性が高い社外取締役、社外監査役及び社外有識者の中から選任される委員で構

成される独立委員会の勧告を尊重した上で、大量買付行為に対して、対抗措置を発動するための手続

（以下「大量買付ルール」といいます。）を定めております。

大量買付者が、大量買付ルールを順守しなかった場合、又は大量買付ルールを順守している場合で

あっても、当該大量買付行為が、当社に回復し難い損害をもたらすことが明らかであると認められる

行為である場合には、独立委員会の勧告を最大限尊重した上で、対抗措置の発動を行うものとしま

す。

具体的な対抗措置としては、新株予約権の無償割当てその他法令及び当社定款において当社取締役

会の権限として認められるものの中から、その時々の状況に応じて、適切なものを選択するものとい

たします。

　

④ 前記取組みが、基本方針に沿い、株主の共同の利益を害するものではなく、当社の会社役員の地位

の維持を目的とするものではないことについて

ア ②の取組みについて

上記②「基本方針の実現に資する特別な取組み」に記載した取組みは、当社の企業価値ひいては

株主の皆様の共同の利益を継続的かつ持続的に確保・向上させるための取組みとして策定されたも

のであり、基本方針の実現に資するものです。

したがいまして、かかる取組みは、基本方針に沿い、当社の株主の皆様の共同の利益を害するも

のではなく、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではありません。

イ ③の取組みについて

当社は、上記③「基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支

配されることを防止するための取組み」に記載した取組みは、以下の各理由により、基本方針に沿

い、当社の株主の皆様の共同の利益を害するものではなく、当社の会社役員の地位の維持を目的と

するものではないと考えております。
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(ア) 買収防衛策に関する指針において定める三原則を完全に充足していること

本プランは、経済産業省及び法務省が平成17年５月27日付で公表した「企業価値・株主共同の

利益の確保又は向上のための買収防衛策に関する指針」において定められた(ⅰ)企業価値・株主

共同の利益の確保・向上の原則、(ⅱ)事前開示・株主意思の原則、(ⅲ)必要性・相当性の原則の

三原則を完全に充足しております。

(イ) 企業価値研究会が公表した買収防衛策の在り方の趣旨を踏まえていること

本プランは、経済産業省に設置された企業価値研究会が平成20年６月30日付で公表した「近時

の諸環境の変化を踏まえた買収防衛策の在り方」の趣旨も踏まえた内容となっております。

(ウ) 株主の皆様の意思の重視と情報開示

本プランの有効期間は、当社第68回定時株主総会終了後３年以内に終了する事業年度のうち最

終のものに関する定時株主総会（平成28年６月開催予定の当社第71回定時株主総会）の終結の時

までとなっております。

ただし、本プランの有効期間満了前であっても、当社株主総会において、本プランを廃止する

旨の決議がなされた場合には、本プランはその時点で廃止されることになっており、この点にお

いても、本プランの継続及び廃止は、株主の皆様の意思を尊重した形になっております。

さらに、株主の皆様に、本プランの廃止等の判断、大量買付行為に応じて当社株式の売却を行

うか否かについての判断等の意思形成を適切に行っていただくために、当社取締役会は、大量買

付情報その他大量買付者から提供を受けた情報を株主の皆様へ当社取締役会が適当と認める時期

及び方法により開示することとしております。

(エ) 当社取締役会の恣意的判断を排除するための仕組み

当社は、本プランの導入及び継続にあたり、取締役会の恣意的判断を排除するために、独立委

員会を設置しております。

当社に対して大量買付行為がなされた場合には、独立委員会が、大量買付行為に対する対抗措

置の発動の是非等について審議・検討した上で当社取締役会に対して勧告し、当社取締役会は独

立委員会の勧告を最大限尊重して決議を行うこととされており、取締役会の恣意的判断に基づく

対抗措置の発動を可及的に排除することができる仕組みが確保されております。

さらに、本プランは、大量買付者が、本プランにおいて定められた形式的な大量買付ルールを

順守しない場合又は大量買付者が、当社の企業価値を著しく損なう場合として合理的かつ詳細に

定められた客観的要件を充足した場合にのみ発動することとされており、この点においても、当

社取締役会による恣意的な対抗措置の発動を可及的に排除する仕組みが確保されているものとい

えます。

(オ) デッドハンド型やスローハンド型買収防衛策ではないこと

本プランは、当社取締役会により廃止することができるものとされていることから、デッドハ

ンド型買収防衛策（取締役会の構成員の過半数を交替させてもなお、発動を阻止できない買収防

衛策）ではありません。また、当社は取締役の任期について期差任期制を採用していないため、

本プランは、スローハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の交替を一度に行うことができない

ため、その発動を阻止するのに時間を要する買収防衛策）でもありません。

　

(5) 研究開発活動

当第２四半期連結累計期間の研究開発費の総額は424百万円であります。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①  【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 100,000,000

計 100,000,000

　

②  【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成25年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成25年11月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 36,782,009 36,782,009
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数は100株で
あります。

計 36,782,009 36,782,009 － －

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　
(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日

発行済株式

総数増減数

(株)

発行済株式

総数残高

(株)

資本金増減額

 

(百万円)

資本金残高

 

(百万円)

資本準備金

増減額

(百万円)

資本準備金

残高

(百万円)

平成25年９月30日 － 36,782,009 － 6,455 － 7,297
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(6) 【大株主の状況】

平成25年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(千株)

発行済株式総数に対する

所有株式数の割合(％)

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社(信託口)(注４)

東京都港区浜松町２－11－３ 3,500 9.52

株式会社建材社 兵庫県芦屋市浜町14－２－308 1,970 5.36

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口)(注５)

東京都中央区晴海１－８－11 1,711 4.65

上西瑠璃子 東京都世田谷区 1,089 2.96

株式会社第二建材社 東京都渋谷区神宮前６－35－３－519 1,000 2.72

大気社協力会社持株会 東京都新宿区西新宿８－17－１ 973 2.65

日本生命保険相互会社 大阪府大阪市中央区今橋３－５－12 962 2.62

ビーエヌワイエムエル ノン
トリーティー アカウント
(常任代理人
 株式会社三菱東京UFJ銀行)

VERTIGO BUILDING-POLARIS 2-4 RUE
EUGENE RUPPERT L-2453 LUXEMBOURG
GRAND DUCHY OF LUXEMBOURG
(東京都千代田区丸の内２－７－１)

832 2.26

大気社社員持株会 東京都新宿区西新宿８－17－１ 812 2.21

818517ノムラルクスマルチ
カレンシジエイピストクリド
(常任代理人
 株式会社三井住友銀行)

BATIMENT A-33 RUE DE GASPERICH,
L-5826 HESPERANGE, LUXEMBOURG
(東京都千代田区大手町１－２－３)

786 2.14

計 － 13,638 37.08

(注) １  日本生命保険相互会社及びその共同保有者であるニッセイアセットマネジメント株式会社から平成25年８月

７日付で近畿財務局長に提出された大量保有報告書(変更報告書)により、平成25年７月31日現在で以下の株

式を所有している旨の報告を受けておりますが、当社として当第２四半期会計期間末における当該法人名義

の実質所有株式数の確認ができないため、上記大株主の状況では考慮しておりません。

    なお、大量保有報告書(変更報告書)の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

(千株)

株券等保有割合

(％)

日本生命保険相互会社
大阪府大阪市中央区今橋

３－５－12
1,437 3.91

ニッセイアセットマネジメント

株式会社

東京都千代田区丸の内

１－６－６
670 1.82

２  NOMURA INTERNATIONAL PLC及びその共同保有者である野村アセットマネジメント株式会社から平成25年４月

３日付で関東財務局長に提出された大量保有報告書により、平成25年３月29日現在で以下の株式を所有して

いる旨の報告を受けておりますが、当社として当第２四半期会計期間末における当該法人名義の実質所有株

式数の確認ができないため、上記大株主の状況では考慮しておりません。

    なお、大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

(千株)

株券等保有割合

(％)

NOMURA INTERNATIONAL PLC
1 Angel Lane, London EC4R

3AB, United Kingdom
37 0.10

野村アセットマネジメント株式会社 東京都中央区日本橋１－12－１ 1,871 5.09

３  インベスコ投信投資顧問株式会社から平成25年２月20日付で関東財務局長に提出された大量保有報告書(変

更報告書)により、平成25年２月15日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けておりますが、当社

として当第２四半期会計期間末における当該法人名義の実質所有株式数の確認ができないため、上記大株主

の状況では考慮しておりません。

    なお、大量保有報告書(変更報告書)の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

(千株)

株券等保有割合

(％)

インベスコ投信投資顧問株式会社 東京都港区六本木６－10－１ 2,244 6.10

EDINET提出書類

株式会社大気社(E00183)

四半期報告書

10/24



　
４  当第２四半期会計期間末における日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口)の所有株式数のうち信託

業務に係る株式数については、投資信託分1,599千株、年金信託分700千株、管理有価証券信託分1,088千株

であります。

５  当第２四半期会計期間末における日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口)の所有株式数のうち

信託業務に係る株式数については、投資信託分599千株、年金信託分659千株、管理有価証券信託分347千株

であります。

　

(7) 【議決権の状況】

①  【発行済株式】

平成25年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 734,700

完全議決権株式（その他） 普通株式 36,009,100 360,091 －

単元未満株式 普通株式 38,209 － １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 　 36,782,009 － －

総株主の議決権 － 360,091 －

(注)  「単元未満株式」欄には、当社所有の自己株式58株が含まれております。

　

②  【自己株式等】

平成25年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式） 東京都新宿区
西新宿８－17－１

734,700 － 734,700 2.00
株式会社大気社

計 － 734,700 － 734,700 2.00

　

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間において役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」(昭和24年建設省令第14号)に準じて記載

しております。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成25年７月

１日から平成25年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成25年４月１日から平成25年９月30日

まで）に係る四半期連結財務諸表について、監査法人Ａ＆Ａパートナーズにより四半期レビューを受けて

おります。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成25年９月30日)

資産の部

流動資産

現金預金 30,131 35,332

受取手形・完成工事未収入金等
※ 81,950 64,986

有価証券 7,004 7,027

未成工事支出金 1,754 1,646

材料貯蔵品 762 646

その他
※ 8,673 10,862

貸倒引当金 △300 △414

流動資産合計 129,976 120,087

固定資産

有形固定資産 8,494 8,558

無形固定資産

のれん 2,325 2,534

その他 984 954

無形固定資産合計 3,309 3,489

投資その他の資産

投資有価証券 18,171 20,362

その他 3,232 3,593

貸倒引当金 △169 △201

投資その他の資産合計 21,233 23,754

固定資産合計 33,037 35,802

資産合計 163,014 155,890

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等
※ 47,451 32,474

短期借入金 4,425 5,772

未払法人税等 749 586

未成工事受入金 13,539 17,706

賞与引当金 － 955

完成工事補償引当金 927 924

工事損失引当金 1,680 1,446

役員賞与引当金 96 25

その他
※ 8,854 5,369

流動負債合計 77,724 65,262

固定負債

長期借入金 770 511

退職給付引当金 2,838 2,583

役員退職慰労引当金 133 128

厚生年金基金解散損失引当金 － 651

その他 3,010 4,311

固定負債合計 6,752 8,186

負債合計 84,476 73,448
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成25年９月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 6,455 6,455

資本剰余金 7,344 7,344

利益剰余金 59,735 59,190

自己株式 △1,173 △1,174

株主資本合計 72,361 71,815

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 5,245 7,153

繰延ヘッジ損益 △11 △0

為替換算調整勘定 △2,358 △51

その他の包括利益累計額合計 2,875 7,101

少数株主持分 3,300 3,524

純資産合計 78,537 82,441

負債純資産合計 163,014 155,890
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
 【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年９月30日)

完成工事高 94,863 84,931

完成工事原価 81,293 73,758

完成工事総利益 13,569 11,173

販売費及び一般管理費
※ 8,101 ※ 8,725

営業利益 5,467 2,447

営業外収益

受取利息 131 207

受取配当金 182 168

保険配当金 112 162

不動産賃貸料 55 72

為替差益 － 290

貸倒引当金戻入額 27 10

持分法による投資利益 － 23

その他 175 143

営業外収益合計 686 1,077

営業外費用

支払利息 99 128

不動産賃貸費用 38 37

為替差損 48 －

持分法による投資損失 17 －

その他 43 107

営業外費用合計 246 273

経常利益 5,907 3,251

特別利益

固定資産処分益 24 49

投資有価証券売却益 0 53

特別利益合計 24 103

特別損失

固定資産処分損 9 35

投資有価証券売却損 5 0

投資有価証券評価損 273 －

関係会社株式売却損 － 73

持分変動損失 203 －

厚生年金基金解散損失引当金繰入額 － 651

その他 31 5

特別損失合計 522 766

税金等調整前四半期純利益 5,409 2,589

法人税、住民税及び事業税 1,393 1,687

法人税等調整額 763 △344

法人税等合計 2,157 1,343

少数株主損益調整前四半期純利益 3,251 1,245

少数株主利益 296 529

四半期純利益 2,955 716
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【四半期連結包括利益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 3,251 1,245

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △1,375 1,908

繰延ヘッジ損益 △27 △0

為替換算調整勘定 △28 2,545

持分法適用会社に対する持分相当額 6 74

その他の包括利益合計 △1,425 4,528

四半期包括利益 1,826 5,773

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 1,781 4,942

少数株主に係る四半期包括利益 44 831
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 5,409 2,589

減価償却費 574 626

のれん償却額 57 68

貸倒引当金の増減額（△は減少） 33 112

退職給付引当金の増減額（△は減少） △150 △238

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △6 4

工事損失引当金の増減額（△は減少） △1,116 △239

厚生年金基金解散損失引当金の増減額（△は減
少）

－ 651

受取利息及び受取配当金 △314 △375

支払利息 99 128

投資有価証券売却損益（△は益） 4 △53

固定資産処分損益（△は益） △14 △14

投資有価証券評価損益（△は益） 273 －

持分変動損益（△は益） 203 －

売上債権の増減額（△は増加） 4,401 19,693

たな卸資産の増減額（△は増加） 480 133

立替金の増減額（△は増加） 31 △62

未収入金の増減額（△は増加） △106 25

仕入債務の増減額（△は減少） △6,227 △16,783

未成工事受入金の増減額（△は減少） 5,650 2,533

未払消費税等の増減額（△は減少） 540 △245

預り金の増減額（△は減少） 80 △572

未払費用の増減額（△は減少） △715 △249

その他 △2,292 △2,857

小計 6,895 4,876

利息及び配当金の受取額 314 375

利息の支払額 △98 △128

法人税等の支払額 △1,461 △1,309

営業活動によるキャッシュ・フロー 5,650 3,814
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(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年９月30日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △1,752 △323

定期預金の払戻による収入 255 504

有価証券の取得による支出 △2,000 △3,000

有価証券の償還による収入 － 2,500

有形及び無形固定資産の取得による支出 △1,332 △1,167

有形及び無形固定資産の売却による収入 78 144

投資有価証券の取得による支出 △104 △313

投資有価証券の売却による収入 986 148

投資有価証券の償還による収入 － 508

子会社株式の取得による支出 － △127

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却によ
る収入

－ 4

長期貸付けによる支出 △17 △37

長期貸付金の回収による収入 26 37

保険積立金の積立による支出 △24 △2

その他 15 155

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,870 △969

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △399 1,153

長期借入れによる収入 97 295

長期借入金の返済による支出 △151 △186

リース債務の返済による支出 △25 △46

少数株主からの払込みによる収入 － 35

自己株式の純増減額（△は増加） △0 △0

配当金の支払額 △724 △1,255

少数株主への配当金の支払額 △201 △427

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,404 △433

現金及び現金同等物に係る換算差額 107 1,860

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 482 4,272

現金及び現金同等物の期首残高 24,627 33,627

現金及び現金同等物の四半期末残高
※ 25,110 ※ 37,900
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

　

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

当第２四半期連結累計期間

(自  平成25年４月１日  至  平成25年９月30日)

（連結の範囲の重要な変更）

  第１四半期連結会計期間より、当社及び連結子会社であるサンエス工業㈱が保有株式の全部を売却したことに伴

い、㈱タニヤマを連結の範囲から除外しております。

　
(四半期連結貸借対照表関係)

※    四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しておりま

す。

なお、前連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の連結会計年度末日満期手形が、連結

会計年度末残高に含まれております。

　

　
前連結会計年度

(平成25年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成25年９月30日)

受取手形 112百万円 －百万円

受取手形裏書譲渡高 31百万円 －百万円

営業外受取手形 18百万円 －百万円

支払手形 644百万円 －百万円

営業外支払手形 9百万円 －百万円

　

(四半期連結損益計算書関係)

※    販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

　

　
前第２四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
  至  平成24年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成25年４月１日
  至  平成25年９月30日)

従業員給料手当 3,234百万円 3,307百万円

退職給付費用 331百万円 217百万円

役員退職慰労引当金繰入額 11百万円 9百万円

役員賞与引当金繰入額 －百万円 25百万円

貸倒引当金繰入額 67百万円 128百万円
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※    現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

は、次のとおりであります。

　

　
前第２四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
  至  平成24年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成25年４月１日
  至  平成25年９月30日)

現金預金勘定 26,498百万円 35,332百万円

有価証券勘定 4,529百万円 7,027百万円

計 31,028百万円 42,359百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △1,969百万円 △431百万円

運用期間が３ヶ月を超える有価証券 △3,948百万円 △4,027百万円

現金及び現金同等物 25,110百万円 37,900百万円

　

(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間（自  平成24年４月１日  至  平成24年９月30日）

１  配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月28日
定時株主総会

普通株式 729 20.00 平成24年３月31日 平成24年６月29日 利益剰余金

　

２  基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期

間の末日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年11月９日
取締役会

普通株式 547 15.00 平成24年９月30日 平成24年11月30日 利益剰余金

　

３  株主資本の著しい変動

該当事項はありません。

　

当第２四半期連結累計期間（自  平成25年４月１日  至  平成25年９月30日）

１  配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月27日
定時株主総会

普通株式 1,261 35.00 平成25年３月31日 平成25年６月28日 利益剰余金

　

２  基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期

間の末日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年11月８日
取締役会

普通株式 720 20.00 平成25年９月30日 平成25年11月29日 利益剰余金

　

３  株主資本の著しい変動

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ  前第２四半期連結累計期間（自  平成24年４月１日  至  平成24年９月30日）

１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　

報告セグメント
調整額
(百万円)
(注１)

四半期連結
損益計算書
計上額
(百万円)
(注２)

環境システム
事業

(百万円)

塗装システム
事業

(百万円)

合計
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 56,667 38,195 94,863 － 94,863

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

4 3 8 △8 －

計 56,672 38,199 94,871 △8 94,863

セグメント利益 3,257 2,439 5,697 209 5,907

(注) １  調整額は、以下のとおりであります。

  セグメント利益の調整額209百万円は、各報告セグメントに配分していない全社損益(全社収益と全社費用

の純額)202百万円及びその他の調整額６百万円が含まれております。全社損益は、主に報告セグメントに帰

属しない受取配当金等であります。

２  セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

　

２ 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

 該当事項はありません。

　

Ⅱ  当第２四半期連結累計期間（自  平成25年４月１日  至  平成25年９月30日）

１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　

報告セグメント
調整額
(百万円)
(注１)

四半期連結
損益計算書
計上額
(百万円)
(注２)

環境システム
事業

(百万円)

塗装システム
事業

(百万円)

合計
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 53,385 31,546 84,931 － 84,931

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

2 42 44 △44 －

計 53,388 31,588 84,976 △44 84,931

セグメント利益 1,679 1,312 2,992 259 3,251

(注) １  調整額は、以下のとおりであります。

  セグメント利益の調整額259百万円は、各報告セグメントに配分していない全社損益(全社収益と全社費用

の純額)266百万円及びその他の調整額△７百万円が含まれております。全社損益は、主に報告セグメントに

帰属しない受取配当金等であります。

２  セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

　

２ 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

 該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
前第２四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
  至  平成24年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成25年４月１日
  至  平成25年９月30日)

１株当たり四半期純利益 81.04円 19.87円

(算定上の基礎) 　 　

四半期純利益(百万円) 2,955 716

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 2,955 716

普通株式の期中平均株式数(千株) 36,468 36,047

(注)  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

第69期(平成25年４月１日から平成26年３月31日まで)中間配当については、平成25年11月８日開催の取

締役会において、平成25年９月30日の最終の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり行うことを決

議いたしました。

① 配当金の総額 720百万円

② １株当たりの金額 20円00銭

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成25年11月29日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。

　

EDINET提出書類

株式会社大気社(E00183)

四半期報告書

23/24



監査法人Ａ＆Ａパートナーズ

指定社員
業務執行社員

　公認会計士   坂   本   裕   子   ㊞

指定社員
業務執行社員

　公認会計士   加 賀 美   弘   明   ㊞

指定社員
業務執行社員

　公認会計士   寺   田   聡   司   ㊞

独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成25年11月14日

株 式 会 社 大 気 社

 取 締 役 会 御 中

　

　

　

　

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株

式会社大気社の平成25年４月１日から平成26年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平
成25年７月１日から平成25年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成25年４月１日から平成25年
９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四
半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行っ
た。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して

四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半
期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお
いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され
た手続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社大気社及び連結子会社の平成25年
９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・
フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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